1.病院の地震対策に関する実態調査について

所属：国立保健医療科学院施設科学部１）、広島国際大学２）、名古屋大学３）
発表者：○小林健一１）、宇田淳２）、山下哲郎３）
【目的】地震への備えとしては、建物構造が十分な耐震強度を持っていることが前提となるほか、ライフライン等の設備面の備えも必要であり、さらに、地震発生時において医療提供機能の維持ができるようマニュアルの整備や訓練を行うことも重要である。本調査は、今後わが国における病院の地震対策を推進するための基礎的資料を得ることを目的として、四病院団体協議会（日本病院会・全日本病院協会・日本医療法人協会・日本精神病院協会）及び厚生労働科学研究班の合同調査として実施したものである。

【方法】平成17年１月末現在の病院（9064施設）を対象として郵送調査を行った（調査期間は平成17年２月1日～３月31日）。調査票の内容は、建物の構造的耐震性、防災計画の策定、備蓄・必要物資の確保、建物の給水設備、建物の電気設備、燃料の確保、通信設備、家具や医療設備の固定といった地震対策の各事項について、各病院における実施状況を問うもので、有効回答数は6843病院（有効回答率75.5％）であった。
【結果】建物の構造的耐震性については、病院のすべての建物が新耐震基準（昭和56年）を満たしている病院は2494病院（36.4％）、一部の建物が新耐震基準である病院は2482病院（36.3％）、新耐震基準により建設された建物がない病院は1209病院（17.7％）であった。耐震診断を受けたことがある病院は976病院で、このうち64.8％にあたる632病院が「耐震補強が必要」と診断されており、実際に耐震補強工事をすべて完了している病院は166病院で、耐震補強が必要な病院の26.3％にとどまっていることが明らかになった。耐震補強工事が未完了な理由（複数回答可）は、建て替え計画がある（39.6％）、費用調達が困難（35.9％）、診療業務との両立が困難（29.2％）の順であった。建物の構造的耐震性以外の対策実施状況をみると、受水槽による給水、自家発電機の設置、飲料水・食料の備蓄計画、災害時用の通信回路の設置など、ライフラインの途絶に対応するための準備が比較的強く意識されていることが示された。一方で、地震発生後の必要物資の調達計画、災害時の連携・応援体制の策定、病院内で災害医療を行う場所の策定、ライフライン停止を想定した防災訓練などについては実施率が低い（30％未満）ことが示され、運営面（ソフト面）での地震対策の実施率が低いという傾向が明らかになった。

【考察】新耐震基準を満たさない建物については耐震診断・改修工事の実施により、構造的耐震性を確保することが求められる。また、地震時に医療提供機能を維持するためには、運営面での地震対策についても推進してゆく必要性が高いと思われる。

